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９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関す    

 る事項 

９－１ 市町村の推進体制の整備等 

（１）庁内における推進体制 

①中心市街地活性化を担当する組織 

本市は、平成19年4月に産業局内に「中心市街地活性化推進室」を設置し、関係部局と調整

を図りながら、計画の推進体制を強化するとともに、中心市街地活性化に向けた円滑な運営を

行う。 

 

②中心市街地活性化基本計画策定会議・幹事会の設置 

前計画を総括的に評価するとともに、新計画策定に向け定例局長会議で重要案件として報

告するとともに、必要に応じ当会議終了後（策定会議）に取組み内容等を説明する。また、関係

課で組織する幹事会を開催し、実務レベルで検討を行う。 

 

●定例局長会議（中心市街地活性化基本計画策定会議）の構成 

役 職 

市長、副市長（兼都市拠点整備本部長）、副市長、代表監査委員、教育長、医監、防災審議監 

スポーツ監、市長公室長、総務局長、財務局長、市民局長、環境局長、健康福祉局長 

健康福祉局理事、観光交流局長、産業局長、都市局長、建設局長、下水道局長 

会計管理者、都市拠点整備本部副本部長、水道事業管理者、消防局長、議会事務局長 

 

●中心市街地活性化基本計画策定会議幹事会の構成 

区 分 役 職 

幹事長 商工労働部長 

副幹事長 産業振興課長 

幹 事 

企画政策推進室主幹、新総合計画推進室主幹、地方創生推進室主幹、 

市民活動推進課長、保健福祉政策課主幹、観光企画課長、 

観光振興課長、文化国際課長、姫路城総合管理室特別史跡管理担当主幹 

都市計画課長、まちづくり指導課長、住宅課主幹、交通計画室主幹 

道路総務課長、道路管理課長、街路建設課長 

姫路駅周辺整備室管理担当主幹、姫路駅周辺整備室区画整理担当主幹 

文化コンベンション施設整備室運営企画担当主幹 

文化コンベンション施設整備室整備担当主幹 

事務局 産業振興課 中心市街地活性化推進室 
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（開催状況） 

年月日 会 議（内 容） 

平成31年2月 4日 第１回策定会議（庁内検討体制） 

平成31年2月19日 第１回幹事会（庁内検討体制・策定スケジュール他） 

平成31年4月19日 第２回幹事会（現行計画の総括、次期計画の概要他） 

令和元年5月13日 第２回策定会議（現行計画の総括、次期計画の概要他） 

令和元年8月29日 第３回幹事会（新計画素案他） 

令和元年10月7日 第３回策定会議（新計画素案他） 
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９－２ 中心市街地活性化協議会に関する事項 

（１）姫路市中心市街地活性化協議会の設置について 

平成20年11月11日に（株）まちづくり姫路、姫路商工会議所が中心となり、「中心市街地の活

性化に関する法律」第15条に基づく姫路市中心市街地活性化協議会を設立した。 

協議会では、前計画ならびに新計画及びその実施に関する必要な事項、その他中心市街

地の活性化の総合的かつ一体的な推進に関する必要な事項を協議する。 

 

① 構成員 

（令和元年8月現在） 

役 職 所属団体名 役職名 

会 長 姫路商工会議所 会頭 

副会長 
姫路市 副市長 

㈱まちづくり姫路 取締役 

委 員 

㈱赤鹿建設 代表取締役社長 

阿比野建設㈱ 代表取締役社長 

㈱伊勢屋本店 代表取締役社長 

大阪ガス㈱ 姫路地区支配人 

大手前通り街づくり協議会 会長 

小溝筋商店街振興組合 代表理事 

㈱銀ビルストアー 代表取締役 

ゴダイ㈱ 執行役員開発本部本部長 

㈱山陽百貨店 代表取締役社長 

神姫バス㈱ 代表取締役会長 

ＮＰＯ法人スローソサエティ協会 理事長 

但陽信用金庫姫路支店 支店長 

㈱南極 取締役 

西二階町商店街振興組合 理事長 

㈱白鷺陣屋 代表取締役 

㈱ハトヤ 取締役会長 

播州建材㈱ 代表取締役社長 
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委 員 

播州信用金庫駅前支店 支店長 

姫路駅西地区まちづくり協議会 会長 

㈱フェスタ 代表取締役専務 

姫路駅前商店街振興組合 理事長 

姫路駅前通商店会 会長 

姫路おでん協同組合 理事長 

ＮＰＯ法人姫路コンベンションサポート 理事長 

(公社)姫路観光コンベンションビューロー 専務理事 

姫路市商店街連合会 会長 

姫路商工会議所女性会 会長 

姫路城下町街づくり協議会  

姫路信用金庫 総務部長 

姫路不動産㈱ 代表取締役会長 

姫路御幸通商店街振興組合 理事長 

ヤマサ蒲鉾㈱ 代表取締役社長 

㈱ヤマトヤシキ  

監 事 
大手前通り街づくり協議会 会長 

(公社)姫路観光コンベンションビューロー 専務理事 
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②規約 

姫路市中心市街地活性化協議会規約 

（協議会の設置） 

第１条 姫路商工会議所および株式会社まちづくり姫路は、中心市街地の活性化に関する法律

（平成１０年法律第９２号、以下「法」という。）第１５条第１項の規定に基づき、共同で中心市

街地活性化協議会を設置する。 

（名 称） 

第２条 本会は姫路市中心市街地活性化協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

（目 的） 

第３条 協議会は、法の規定により姫路市が作成しようとする基本計画、ならびに、認定基本

計画、および、その実施に関し必要な事項、その他中心市街地の活性化の総合的かつ

一体的な推進に関し必要な事項を協議することを目的とする。 

（協議会の構成員） 

第４条 協議会は、次の者をもって構成する。 

（１）姫路商工会議所 

（２）株式会社まちづくり姫路 

（３）姫路市 

（４）法第１５条第４項第１号および第２号に規定する者  

（５）前各号に掲げるもののほか、協議会において特に必要があると認める者 

２  前項第４号に該当する者であって協議会の構成員でないものは、自己を協議会の構

成員として加えるよう協議会に申し出ることができる。この場合においては、協議会は、

正当な理由がある場合を除き、当該申し出を拒むことができない。 

３  前項の申出により協議会の構成員となった者は、第１項第４号に規定する者でなくな

ったとき、または、なくなったと認められるときは、協議会を脱会するものとする。 

（協議会の組織） 

第５条 協議会は、会長、副会長および委員をもって組織する。 

（委 員） 

第６条 委員は、第４条各号に掲げる者が指名する者をもって充てる。 

（会長および副会長） 

第７条 会長、副会長は、委員の中より選任する。任期は、２年とする。ただし、再任を妨げな

い。 

２  前項に掲げる任期中に変更が生じた場合、当該構成員の後任者が引き継ぐものとし、

その任期は前任者の残任期間とする。 

３  会長は協議会を代表し、会務を総理する。 

４  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、または会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会 議） 

第８条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が召集する。ただし、会議は、委員の３

分の１以上の者が出席しなければ、開くことができない。 
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２  会長は、会議の議長となる。 

３  会長は、委員の４分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会議を招集しなけ

ればならない。 

４  会長は、会議を招集するときは、会議の開催場所および日時ならびに会議に付すべ

き事項をあらかじめ委員に通知しなければならない。 

（協議結果の尊重） 

第９条 協議会の構成員は、会議において協議が整った事項について、その協議結果を尊重し

なければならない。 

（幹事会） 

第10条 法第９条第２項各号に掲げる事項について必要な協議、または調整を行うため、協

議会に幹事会を置くことができる。 

２  幹事会は、協議会の目的を達成するため、分科会を設置することができる。 

（事務所） 

第11条 協議会の事務所は、姫路商工会議所内に置く。 

（会計年度） 

第12条 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

２  協議会の最初の会計年度は、協議会発足の日から直近の３月３１日までとする。 

（収入および支出） 

第13条 協議会の収入は、負担金、会費、補助金、寄付金およびその他の収入による。 

２  会費については、別途定める。 

３  協議会の支出は、調査費、会議費、事務費、その他運営に要する経費とする。 

（監 査） 

第14条 協議会の運営および出納等を監査するため、監事２名を置く。 

２  監事は、会長が指名する。 

３  監事は、第１項に規定する監査を行ったときは、その結果を会長および副会長、なら

びに各委員に報告しなければならない。 

（除 名） 

第15条 構成員が、協議会の名誉をき損し、または協議会設立の趣旨に反する行為をしたと

きは、除名することができる。 

２  前項の規定により構成員を除名しようとするときは、総会において、出席者の４分の３

以上の決議を必要とする。また、除名の議決を行う総会において、その構成員に弁明の

機会を与えなければならない。 

（解 散） 

第16条 協議会の議決に基づいて解散する場合は、委員の４分の３以上の同意を得なけれ

ばならない。 

２  解散のときに存する財産は、総会の議決を得て処分する。 

（附 則） 

１  この規約は、平成２０年１１月１１日から施行する。 

２  この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項については、会長が

定める。 
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③会議等執行状況 

年月日 会議（内容） 

平成 20年 11月 11日 第 1 回総会（設立総会） 

平成 21 年 6 月 16 日 第 2 回総会（20 年度事業報告及び収支決算、21 年度事業計画及び

収支予算等） 

平成 21 年 8 月 12 日 第 3 回総会（前々計画に対する意見等） 

平成 22 年 6 月 1 日 第 4 回総会（21 年度事業報告及び収支決算、22 年度事業計画及び

収支予算等） 

平成 23 年 3 月 23 日 第 5 回総会（役員選任） 

平成 24 年 3 月 9 日 第 6 回総会（22 年度事業報告及び収支決算、23 年度事業計画及び

収支予算等） 

平成 24 年 6 月 29 日 第 7 回総会（23 年度事業報告及び収支決算、24 年度事業計画及び

収支予算、中活計画中間報告等） 

平成 24年 10月 22日 第 8 回総会（前々計画変更等） 

平成 25 年 3 月 14 日 第 9 回総会（前々計画変更等） 

平成 26 年 3 月 31 日 第 10 回総会（24 年度事業報告及び収支決算、25 年度事業計画及

び収支予算、前々計画変更等） 

平成 26 年 7 月 30 日 第 11 回総会（25 年度事業報告及び収支決算、26 年度事業計画及

び収支予算、前計画策定等） 

平成 26年 10月 23日 第 12 回総会（前計画・前々計画変更に対する意見等） 

平成 27 年 6 月 25 日 第 13 回総会（26 年度事業報告及び収支決算、27 年度事業計画及

び収支予算、前計画に対する意見等） 

平成 27年 10月 23日 第 14 回総会（前計画に対する意見等） 

平成 28 年 7 月 5 日 第 15 回総会（27 年度事業報告及び収支決算、28 年度事業計画及

び収支予算等） 

平成 28年 10月 17日 第 16 回総会（前計画に対する意見等） 

平成 29 年 2 月 8 日 第 17 回総会（前計画に対する意見等） 

平成 29 年 7 月 31 日 第 18 回総会（28 年度事業報告及び収支決算、29 年度事業計画及

び収支予算等） 

平成30年2月9日 第19回総会（前計画に対する意見等） 

平成30年4月24日 
第20回総会（29年度事業報告及び収支決算、30年度事業計画及び

収支予算等） 

平成30年6月20日 前計画変更に対する意見聴取（意見書受領） 

平成31年2月18日 前計画変更に対する意見聴取（意見書受領） 

令和元年7月16日 
第21回総会（30年度事業報告及び収支決算、31年度事業計画及び

収支予算等） 

令和元年10月1日 第22回総会（新計画に対する意見等） 

令和2年2月21日 前計画変更に対する意見聴取（意見書受領） 
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年月日 会議（内容） 

令和2年4月22日 
第23回総会（元年度事業報告及び収支決算、2年度事業計画及び

収支予算等） 

令和3年1月25日 第24回総会（新計画変更に対する意見等） 

令和3年5月13日 第25回総会（新計画変更に対する意見等） 

令和4年4月26日 
第26回総会（令和3年度事業報告及び収支決算、令和4年度事業計

画及び収支予算等） 

令和5年1月11日 書面による意見聴取（新計画変更に対する意見） 

令和5年7月4日 
第27回総会（令和4年度事業報告及び収支決算、令和5年度事業計

画及び収支予算等） 

令和5年12月27日 第28回総会（新計画変更に対する意見等） 
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④新計画に対する意見 
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９－３ 基本計画に基づく事業及び措置の一体的推進等 

（１）客観的現状分析、ニーズ分析に基づく事業及び措置の集中実施 

①統計的データの客観的な把握・分析 

本市における人口、商業、公共交通、観光等に関する統計データの把握・分析を行い、「1-3 

中心市街地の現状分析」において、記載している。 

 

②地域住民のニーズの客観的な把握・分析 

中心市街地活性化に関する市民アンケート、まちなか来街者調査、中心市街地マンション居

住者意識調査にて、地域住民のニーズの把握・分析を行い、「1-4 地域住民等のニーズ把握」

において、記載している。 

 

③前基本計画に基づく取組みの把握・分析 

前基本計画の事業実施の状況や目標積算事業の評価を行い、「1-2 前計画の取組み・検

証」において、記載している。 

 

（２）様々な主体の巻き込み及び各種事業等との連携・調整 

①各種団体との連携 

基本計画に基づく各種事業を円滑に推進していくためには、様々な主体が連携を図る必要

がある。新計画においても、商店街、商工会議所、市民団体、観光コンベンションビューロー、

民間事業者と姫路市が連携・調整を図りながら、事業を推進していく。 

 

②パブリックコメントの実施 

本計画の素案について、広く市民等の意見を聴取するため、令和元年10月18日から令和元

年11月18日までの間、パブリックコメントを実施した。 

 

 


